第2回募集

第二創業
平成２５年　　月　　日
公益財団法人　京都産業２１
　　理事長　　村田　恒夫　　殿
住　所
（〒　　　－　　　　）
[image: image1.emf]売上高 千円 千円

経常利益 千円 千円

資本合計※１ 千円 千円

借入金合計※２ 千円 千円

年　　月　～　　年　　月期

【直前期=（Ｘ）年】

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）



従業員数

年　　月　～　　年　　月期

(Ｘ－1)

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）

：
企業名：
代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　印
平成２４年度 創業補助金（地域需要創造型等起業・創業促進事業）事業計画書
『 第　二　創　業 』
　平成２４年度創業補助金（地域需要創造型等起業・創業促進事業）の交付を受けたいので、下記のとおり事業計画を提出します。
また、５．の誓約が虚偽であり、又はこれに反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てないことを誓約します。
記
１．事業テーマ名　　　：・・・・・・・・・・・・・・・・・・～の実施、～の展開等
（事業内容を的確に表現した簡潔な名称を付与してください）
２．事業計画の骨子　　：（本頁が１枚に収まるように、事業計画で行う内容を２～３行程度の要約文で記載。別紙２の事業計画説明書と整合するように記載してください。）
３．助成金交付希望額　：　　　　　　　　　　　　　　円
４．助成事業期間　　　：当該助成事業を行う期間は、以下の通りです。
　交付決定日以降　～　(事業完了予定日)　平成　　　年　　月　　日
（注）事業完了予定日は、平成26年8月31日迄の日を記入。
５．誓約　
①私（当社）は反社会的勢力に該当せず、今後においても反社会的勢力との関係を持つ意思がないことを確約します。
②私（当社）現在、本事業に関連しての訴訟による係争はなく事業運営に支障のないことを確約します。
③私（当社）現在、本事業に関連した法令違反による処罰を受けておらず事業運営に支障のないことを確約します。
（注）　・本様式は１頁以内に収めてください。
・必要添付書類については、募集要項P32 【参考】添付書類チェック表をご確認ください。
別紙１
応　募　者　の　概　要
１．応募者の概要等
	ふりがな
企業名（組合名・屋号）
	

	ふりがな
旧代表者名
	
	性別
	男・女
	生年月日
	昭和・平成　　年　　月　　日（　　　歳）

	ふりがな
新代表者名
	
	性別
	男・女
	生年月日
	昭和・平成　　年　　月　　日（　　　歳）

	連絡先
住所等
（FAXにてご連絡する場合もありますので、ＦＡＸ番号も必ず記載してください。）
	（以下は審査結果等のご連絡に必要となります。記入が無い又は誤っている場合、ご連絡が出来なくなりますので、よくご確認のうえ、必ずご記入ください。）
〒　　　－　　　　

	
	事業実施責任者名
	
	E-Mail
	

	
	電話番号
	
	F A X
	

	ホームページアドレス
	http://

	

	開業・法人設立日
	大正・昭和・平成　　　年　　月　　日
	事業承継した日
又は、予定日
	平成　　　年　　　月　　　日

	資本金・出資金
	　 千円
	出資者数・組合員数
	名

	役員・従業員数等
	合計：　　　　　名　　　　　（内訳）役員：　　　名  、従業員：　　　名 、 ﾊﾟｰﾄ･ｱﾙﾊﾞｲﾄ：　　　名

	現在の事業内容（業種）
	事業内容：　　　　　　　　　　　　　　（日本標準産業分類細分類　業種名：　　　　　　　　　コード：　　　　　）

	新たな事業内容（業種）
	事業内容：　　　　　　　　　　　　　　（日本標準産業分類細分類　業種名：　　　　　　　　　コード：　　　　　）


２．事業者の現況等
（１）株主等一覧表　　（出資比率が高いものから記載し、大企業には◎を記載してください。欄が不足する場合は適宜追加してください。
	株主(出資者)名
	所在地
	大企業
	出資比率
	株主(出資者)名
	所在地
	大企業
	出資比率

	1．
	
	
	％
	2．
	
	
	％


（２）役員一覧〔法人のみ記入〕
	氏名
	シメイ
	生年月日
	性別
	会社名※
	役職名※

	
	
	昭和・平成　　年　　月　　日
	男・女
	
	


※複数の会社の役員を兼務している場合には、併記してください。
３．補助金・助成金制度の活用状況
今回の応募テーマと同一テーマにて国（独立行政法人等含む）及び地方自治体の他の補助金・助成制度を活用している場合は、本補助金の採択はされません。また、現在国（独立行政法人等含む）及び地方自治体の他の補助金・助成金制度を申請中の場合で、いずれも採択された場合は、どちらを活用するかを選択して頂きます。
（１）現在、国（独立行政法人等含む）及び地方自治体による他の補助金・助成金を受けていますか。又は申請していますか。
→　１．い　る　：　２．い　な　い　　（該当する番号を記入；　　　　　）　回答が１の場合は以下にご記入ください。
	①補助金等の名称
	②補助金等実施機関名

	③補助金等のテーマ名
	実施期間
	交付決定額もしくは希望額

	①
	②

	③
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
	円


４．認定支援機関と支援の概要
	認定支援機関名/担当者名
	支援の概要

	（認定支援機関名）
	

	（担当者名）
	


各項目について記載内容が多い場合は、行数を適宜増やしてください。
別紙２
事 業 計 画 説 明 書
１　事業の内容
	


２　製品・サービスの独創性
	


３　市場の特性、市場規模
	


４　新分野進出・新事業展開する動機・きっかけ及び将来の展望（企業の沿革なども含めて記載ください。）
	


５　スケジュール（採択後３年間に取り組む事業内容と実施時期）
	実施時期
	取り組む内容

	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	


６　売上・利益等の見通し
①過去の決算推移（実績）　　直前期までの過去２期決算時状況について、以下の表を記入（決算を迎えていない事業者を除く。過去２期未満の場合は決算の回数分のみ記入）
[image: image2.emf]①売上高 千円 千円 千円

②売上原価 千円 千円 千円

③販売管理費 千円 千円 千円

営業利益（①-②-③）

0

千円

0

千円

0

千円



従業員数

年　　月　～　　年　　月期

【次回決算期＝（X+１）年】

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）

年　　月　～　　年　　月期

（X+2）

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）

年　　月　～　　年　　月期

（X+3）

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）


（注）マイナスの場合『▲5,000』のように符号をつけ記入　　※１　資本の部の合計額（法人のみ記入）　※２　長期借入＋短期借入
②今後の売上・利益見通し（見込み）　　本事業の事業化見込みを踏まえた決算見通しを、以下の表に記入
[image: image3.emf]区分 金額（円） 資金の調達先 区分 金額（円） 資金の調達先

自己資金 自己資金

補助金 ※１

金融機関からの借入金

金融機関からの借入金

そ　の　他

そ　の　他 合　計　額

合　計　額 ※２


７　価格設定、販売促進活動
	


８　資金調達方法　　　　（単位：円）
※補助金の支払は、事業終了後の精算払となります。事業実施期間中、補助金相当分の資金を確保する必要がありますので、当初の資金調達について伺います。
	＜補助対象経費の調達一覧＞
	
	＜補助金相当額の手当方法＞


[image: image4.emf]内　　　　訳

（内容・目的、積算明細）

①人件費

②

起業・創業に必要な官公庁

への申請書類作成等に係る

経費

③店舗等借入費

④設備費

⑤原材料費

⑥知的財産権等関連経費

⑦委託費

⑧謝金

⑨旅費

Ａ

0

Ｂ

①マーケティング調査費

②広報費

③委託費

④謝金

⑤旅費

Ｃ

0

Ｄ

Ｅ

補助金交付希望額Ａ欄の合計の２／３以内

経費区分

事業に要する経費

備考

（ 消費税抜きの金額）

１

．

創

業

事

業

費



　事業に要する経費（消費税抜き）　①～⑨　合計額



但し、『第二創業』

：下限１００万円以上　上限５００万円以内

２

．

販

路

開

拓

費



　事業に要する経費（消費税抜き）　①～⑤　合計額

補助金交付希望額Ｃ欄の合計の２／３以内

補助金対象経費合計額（Ａ＋Ｃ）

0

Ｆ

補助金交付希望額（Ｂ＋Ｄ）

0


○上記以外の必要経費 ※３　　　　　　　　　円　［調達先（該当に○）：　自己資金・金融機関からの借入金・その他］
　（金融機関からの借入金・その他の場合には資金の調達先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　調達先が複数ある場合には、それぞれの調達額、調達先が分かるように記載ください。
※１　次ページ　別紙３「補助事業の経費明細」　補助金交付希望額 Ｆ と一致
※２　次ページ　別紙３「補助事業の経費明細」　補助金対象経費合計額 Ｅ と一致
※３　「上記以外の必要経費」とは、創業及び販路開拓に必要な経費のうち登録免許税、消耗品等補助対象とならないもの
１～８の各項目について記載内容が多い場合は、行数を適宜増やしてください。

別紙３
補助事業の経費明細
単位：円
[image: image5.emf]売上高 千円 千円

経常利益 千円 千円

資本合計※１ 千円 千円

借入金合計※２ 千円 千円

年　　月　～　　年　　月期

【直前期=（Ｘ）年】

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）



従業員数

年　　月　～　　年　　月期

(Ｘ－1)

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）


[image: image6.emf]①売上高 千円 千円 千円

②売上原価 千円 千円 千円

③販売管理費 千円 千円 千円

営業利益（①-②-③）

0

千円

0

千円

0

千円



従業員数

年　　月　～　　年　　月期

【次回決算期＝（X+１）年】

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）

年　　月　～　　年　　月期

（X+2）

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）

年　　月　～　　年　　月期

（X+3）

人

（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）

平成２５年　　月　　日
公益財団法人　京都産業２１
　　理事長　　村田　恒夫　　殿
認定支援機関
住　　所
電話番号
名　　称
代表者名　　　　　　　　　　　　　印
[image: image7.emf]区分 金額（円） 資金の調達先 区分 金額（円） 資金の調達先

自己資金 自己資金

補助金 ※１

金融機関からの借入金

金融機関からの借入金

そ　の　他

そ　の　他 合　計　額

合　計　額 ※２

上記の代表者名欄に記入する氏名は、本書を確認する認定
支援機関の内部規定等により判断してください。
担当者　部署名
氏　名
連絡先
平成２４年度創業補助金（地域需要創造型等起業・創業促進事業）に係る事業計画書の確認書
　平成２４年度創業補助金（地域需要創造型等起業・創業促進事業）における補助金への応募を下記１．の者が行うに当たり、下記２．のとおり事業計画の策定支援を行ったこと及び事業計画の実行支援・報告等を行うことについて確認します。
なお、本確認書の提出に先立ち、応募者の本人確認及び応募者が暴力団等の反社会的勢力でないこと、また、これら反社会的勢力と密接な関係を有する者でないことの確認を行っています。
記
１．応募者
	氏名・企業名
	

	住所
	

	電話番号
	


２．確認事項
	
	確認事項
	支援内容
	期間・頻度等

	１
	事業計画の策定と今後の見通し
	
	

	２
	資金計画の確実性
	
	

	３
	補助事業の適正な実施及び事業の成果に係る確認
	
	

	４
	マーケティングの内容
	
	

	５
	人材・労働力の確保
	
	

	６
	中小企業会計要領等の活用
	
	

	７
	専門的課題の解決（具体的分野）
	
	


· １事業計画の策定支援、２資金計画の確実性、３補助事業の適性な実施及び事業の成果に係る確認については必須とし、その他の支援は必要となる項目を記載してください。支援内容・期間・頻度等は補助事業期間中に限定せず、将来的に実施予定のものも含めて記載ください。（なお、本確認書は融資の確約を前提としたものではありません。また、必ずしも補助対象事業期間中に融資が見込まれることを必須とするものではありません。）
· 外部専門家等の招聘により対応する項目についても記載し、内容の欄には費用見込みを併せて記載してください。
３．連携している金融機関（「認定支援機関たる金融機関」以外の認定支援機関の場合のみ記載してください）
	金融機関名
	

	住所
	

	担当者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	電話番号
	


※　連携している金融機関との間に締結した覚書等の写しを添付してください。
現代表者名を記載ください。
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認定支援機関が記入
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[image: image8.emf]内　　　　訳

（内容・目的、積算明細）

①人件費

②

起業・創業に必要な官公庁

への申請書類作成等に係る

経費

③店舗等借入費

④設備費

⑤原材料費

⑥知的財産権等関連経費

⑦委託費

⑧謝金

⑨旅費

Ａ

0

Ｂ

①マーケティング調査費

②広報費

③委託費

④謝金

⑤旅費

Ｃ

0

Ｄ

Ｅ

補助金交付希望額Ａ欄の合計の２／３以内

経費区分

事業に要する経費

備考

（ 消費税抜きの金額）

１

．

創

業

事

業

費



　事業に要する経費（消費税抜き）　①～⑨　合計額



但し、『第二創業』

：下限１００万円以上　上限５００万円以内

２

．

販

路

開

拓

費



　事業に要する経費（消費税抜き）　①～⑤　合計額

補助金交付希望額Ｃ欄の合計の２／３以内

補助金対象経費合計額（Ａ＋Ｃ）

0

Ｆ

補助金交付希望額（Ｂ＋Ｄ）

0

Sheet1

				年　　月　～　　年　　月期				年　　月　～　　年　　月期				年　　月　～　　年　　月期

				【次回決算期＝（X+１）年】 ジカイ ケッサン キ ネン				（X+2）				（X+3）

		①売上高				千円　				千円　				千円　

		②売上原価 ウリア ゲンカ				千円　				千円　				千円　

		③販売管理費 ハンバイ カンリヒ				千円　				千円　				千円　

		営業利益（①-②-③） エイギョウ リエキ		0		千円　		0		千円　		0		千円　

		従業員数		人　				人　				人　

				（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）				（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）				（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）






Sheet1

		区分 クブン		金額（円） キンガク エン		資金の調達先 シキン チョウタツ サキ				区分 クブン		金額（円） キンガク エン		資金の調達先 シキン チョウタツ サキ

		自己資金 ジコ シキン								自己資金 ジコ シキン

		補助金 ※１ ホジョキン								金融機関からの借入金 キンユウ キカン カリイレキン

		金融機関からの借入金 キンユウ キカン カリイレキン								そ　の　他 タ

		そ　の　他 タ								合　計　額 ア ケイ ガク

		合　計　額 ※２ ア ケイ ガク






Sheet1

		経費区分						内　　　　訳		事業に要する経費 ジギョウ ヨウ ケイヒ				備考 ビコウ

								（内容・目的、積算明細）		（ 消費税抜きの金額） ショウヒゼイ ヌ キンガク

		１．創業事業費		①		人件費

				②		起業・創業に必要な官公庁への申請書類作成等に係る経費

				③		店舗等借入費

				④		設備費

				⑤		原材料費

				⑥		知的財産権等関連経費

				⑦		委託費

				⑧		謝金

				⑨		旅費

				　事業に要する経費（消費税抜き）　①～⑨　合計額 ジギョウ ヨウ ケイヒ ショウヒゼイ ヌ ゴウケイ ガク						Ａ		0

				補助金交付希望額Ａ欄の合計の２／３以内 ホジョキン コウフ キボウ ガク ラン ゴウケイ イナイ						Ｂ

		２．販路開拓費		①		マーケティング調査費

				②		広報費

				③		委託費

				④		謝金

				⑤		旅費

				　事業に要する経費（消費税抜き）　①～⑤　合計額 ジギョウ ヨウ ケイヒ ショウヒゼイ ヌ ゴウケイ ガク						Ｃ		0

				補助金交付希望額Ｃ欄の合計の２／３以内 ホジョキン コウフ キボウ ガク ラン ゴウケイ イナイ						Ｄ

		Ｅ		補助金対象経費合計額（Ａ＋Ｃ） ホジョキン						0

		Ｆ		補助金交付希望額（Ｂ＋Ｄ） ホジョ						0

				但し、『第二創業』 ダイニ ソウギョウ

				：下限１００万円以上　上限５００万円以内 カゲン マンエン イジョウ ジョウゲン マンエン イナイ
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				年　　月　～　　年　　月期				年　　月　～　　年　　月期				年　　月　～　　年　　月期

				(Ｘ－1)				【直前期=（Ｘ）年】				【直前期=（Ｘ）年】

		売上高				千円　				千円　		千円　

		経常利益				千円　				千円　		千円　

		資本合計※１				千円　				千円　		千円　

		借入金合計※２				千円　				千円　		千円　

		従業員数		人　				人　				人　

				（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）				（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）				（うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ　　　　　人）






